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Ⅰ はじめに 

 

 １ 点検・評価の趣旨 

   平成 19年６月に、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部が改正さ

れ（平成 20 年４月１日施行）教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理

及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、

議会に提出するとともに、公表をすることとされました。 

   本市教育委員会では、同法の規定に基づき、教育委員会が行った点検評価の結果

をまとめ、報告書を作成しました。 

   

※ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 点検・評価の対象 

   点検・評価は、平成 29年度に実施した教育委員会の重点取組及び「平成 29年度

教育行政執行方針」の施策の中から 22事業を選定しました。 

   また、教育委員会会議の開催状況や教育委員の活動状況など、教育委員会の活動

そのものについても評価を実施しました。 

 

 ３ 点検・評価の方法 

 （１）点検・評価の視点 

    教育委員会会議の開催や教育委員の活動など、教育委員会の活動状況について

明らかにし、課題等と今後の取り組みの方向を示しています。 

 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定に

より教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項

の規定により事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び

執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成

し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識

経験を有する者の知見の活用を図るものとする。 
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 （２）学識経験者の知見の活用 

    教育委員会の活動状況や教育に関する施策・事業の執行状況の点検・評価の客

観性を確保し、今後の取り組みへの活用を図るため、教育に関して学識経験を有

する方から点検及び評価に対する意見や助言をいただきました。 

本報告書に付して報告します。 

 

氏   名 所 属 等 

安 藤  友 晴 稚内北星学園大学 情報メディア学部学部長 

舘 野    薫 稚内市校長会 会長 

 

 ４ 点検・評価結果の公表 

   本報告書を議会へ提出するとともに、教育委員会のホームページなどへ掲載いた

します。 
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Ⅱ 教育委員会の活動状況について 

 

 １ 教育委員の選任状況 

   教育委員は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づき、教育、学

術、文化などに関して識見を有する人の中から、市長が議会の同意を得て任命して

おります。 

   稚内市教育委員会は、次の５名の委員で構成し、様々な面からの意見を教育行政

に反映されるような構成に努めております。 

【稚内市教育委員会委員一覧】           （平成 30年３月 31日現在） 

職 名 氏  名 委員就任年月日 備 考 

職務代理者 大 山   隆 平成 18年 ４月 １日～ ３期目 

委   員 山 本 泰 照 平成 29年 ６月 20日～ １期目 

委 員 森   容 子 平成 26年 ６月 17日～ ２期目 

委 員 佐 賀 孝 博 平成 28年 10月 １日～ １期目 

教 育 長 表   純 一 平成 24年 11月 １日～ ２期目 

  

 ※地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

   第５条 教育長の任期は３年とし、委員の任期は４年間とする。ただし、補欠 

    の教育長又は委員の任期は、前任者の後任期間とする。 

   ２ 教育長及び委員は、再任されることができる。 

   

２ 教育委員会の会議開催状況、学校視察及びその他の活動 

   教育委員会の会議は、５人の教育委員が学校をはじめ社会教育・文化・スポーツ

などに関する事務の管理及び執行の基本的な方針、教育委員会規則の制定など、教

育に関する様々な議題について審議しております。 

 

 （１）教育委員会会議 

    教育委員会の会議には定例会と臨時会があり、定例会は原則として月に１度、

臨時会は必要に応じて開かれます。 

    平成 29年度は、計 13回開催し、事務局から付議案件の提案理由やその内容に

ついての説明が行われた後、教育委員の質疑、審議をされております。  
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開  催 案  件 

平成 29年 

第５回教育委員会会議 

平成 29年４月 26日 

【議案】 

◎稚内市教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則につい

て 

◎第 28期稚内市スポーツ推進員の委嘱について 

【報告】 

○幼稚園・保育所における保育料の一部変更について 

平成 29年 

第６回教育委員会会議 

平成 29年５月 25日 

【議案】 

◎第 29期稚内市社会教育委員の委嘱について 

◎平成 29年度 夢広がる学校づくり推進事業について 

◎稚内市教育委員教育長職務代理者の指名について 

【報告】 

○平成 29年度 稚内市一般会計教育費６月補正予算について 

○少人数学級の編成について 

○稚内市学校給食センター運営委員会委員の委嘱について 

平成 29年 

第７回教育委員会会議 

平成 29年６月 28日 

【議案】 

◎第 20期稚内市スポーツ推進審議会委員の委嘱について 

【報告】 

○稚内市学校教育推進計画の１年次評価について 

○平成 29年６月稚内市議会定例会教育委員会に係る事項について 

○稚内市保育の利用に関する条例の一部を改正する条例について 

○稚内市学童保育所条例の一部を改正する条例について 

○平成 28年度教育委員会所管施設利用実績について 

平成 29年 

第８回教育委員会会議 

平成 29年７月 27日 

【議案】 

◎平成 29年度 稚内市部門別功績表彰候補者の推薦について 

◎平成 29年度 稚内市奨励賞表彰候補者の推薦について 

平成 29年 

第９回教育委員会会議 

平成 29年８月 29日 

【議案】 

◎平成 30 年度使用小学校用及び中学校用教科用図書並びに、学校

教育法附則第９条の規定に基づく教科用図書の採択について 

◎稚内市立学校管理規則の一部を改正する規則について 

【報告】 

○平成 29年度 稚内市一般会計教育費９月補正予算について 

○平成 29年度 全国学力・学習状況調査の結果について 

○放課後学力グングン塾の状況について 

平成 29年 

第 10回教育委員会会議 

平成 29年９月 21日 

【議案】 

◎平成 29年度 全国学力・学習状況調査「北海道版結果報告書」へ

の市町村別結果の掲載（案）について 

平成 29年 

第 11回教育委員会会議 

平成 29年 10月 18日 

【報告】 

○平成 29年９月稚内市議会定例会教育委員会に係る事項について 

平成 29年 

第 12回教育委員会会議 

平成 29年 11月 22日 

【議案】 

◎稚内市旧瀬戸邸条例の一部を改正する条例について 

◎稚内市生涯学習総合支援センター条例について 

【報告】 

○平成 30年度サイエンスクラブの取組について 

○平成 29年度 稚内市一般会計教育費 12月補正予算について 

○稚内市子育てウェブサイト等の構築について 
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開  催 案  件 

平成 29年 

第 13回教育委員会会議 

平成 29年 12月 20日 

【議案】 

◎平成 28 年度稚内市教育委員会活動状況に関する点検・評価報告

書（案）について 

◎平成 30年度稚内市一般会計教育委員会所管当初予算要求（歳出）

案について 

【報告】 

○平成 29年度 12月稚内市議会定例会教育委員会に係る事項につい

て 

平成 30年 

第１回教育委員会会議 

平成 30年１月 26日 

【議案】 

◎平成 30年度 教育行政執行方針（骨子案）について 

【報告】 

○稚内市要保護及び準要保護児童生徒認定要綱の一部改正につい

て 

○夢広がる学校づくり推進事業について 

平成 30年 

第２回教育委員会会議 

平成 30年２月７日 

【議案】 

◎平成 30年度 教育行政執行方針（素案）について 

平成 30年 

第３回教育委員会会議 

平成 30年２月 23日 

 

 

【議案】 

◎平成 30年度 稚内市教育行政執行方針（案）について 

◎稚内市いきいき子育てふれあいセンター条例を廃止する条例に 

 ついて 

◎稚内市樺太記念館条例について 

◎稚内市教育研究所条例の一部を改正する条例について 

◎第二次稚内市食育推進計画（案）について 

【報告】 

○平成 29年度 稚内市一般会計教育費３月補正予算について  

○平成 30年度稚内市一般会計予算（教育部所管）について 

平成 30年 

第４回教育委員会会議 

平成 30年３月 23日 

【議案】 

◎稚内市教職員人事について 

【報告】 

○平成 29年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果の公表 

 について 

○稚内市生涯学習総合支援センター条例施行規則の制定について 

○稚内市生涯学習総合支援センター条例の施行規則日を定める規 

 則の制定について 

○稚内市旧瀬戸邸条例施行規則の一部を改正する規則について 

○平成 30年３月稚内市議会定例会 教育委員会に係る事項について 

○平成 30年度稚内市一般会計予算（教育部所管分）について 
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（２）総合教育会議について 

    総合教育会議は、市長と教育委員会により、教育行政の大綱の策定、教育条件

の整備等重点的に講ずべき施策、児童生徒等の生命・身体の保護等緊急の場合に

講ずべき処置について協議・調整を行っております。 

開  催 案  件 

平成 29年度 

第１回稚内市総合教育会議 

平成 29年 12月 12日 

【協議事項】 

◎教育課題について 

 ①子どもたちの学力問題について 

  ・放課後学力グングン塾について 

  ・ＩＣＴ整備について 

  ・教員の資質向上について 

 ②新学習指導要領について 

 ③中学校における部活動について 

 

（３）教育委員の学校視察訪問について 

    小学校・中学校を訪問し、授業参観や教職員との懇談を通じ、学校経営や学校

（児童・生徒）の状況を把握し諸問題に関する意見や要望を行政に反映させる活

動を行いました。 

訪問年月日 学 校 名 

平成 29 年７月 13 日 宗谷小学校、宗谷中学校 

平成 29年 10月 20日 天北小中学校 

平成 29年 11月 21日 声問小学校 

平成 30 年２月 14 日 稚内中央小学校、稚内中学校 

 

（４）その他の活動について 

    教育委員は会議のほか研修会への参加、他の自治体の教育委員との情報交換や

議論を通じて、職務遂行に必要な知識の習得に努めています。 

    入学式、卒業式、運動会、学芸会などの学校行事をはじめ、校長会など教育関

連機関との懇談や教育関係研究会への出席、各地区の子育て関連会議などへも出

席し、教育現場の状況に理解を深めております。 

    平成 29 年度においては、教育予算、教育の課題や方向性等について市長との

意見交換を行うとともに、市長から独立した合議制の執行機関として教育行政を

推進しております。 
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３ 今後の活動について 

   教育委員会では、委員相互間及び事務局との議論がより活発に行われるよう努め 

    ております。 

また、多様な意見を教育行政に反映するため各分野から委員を選任し、今日の教

育課題等に対し、毎月定期的に開催される教育委員会会議の中で、委員と事務局の

認識の共有化を図りながら、教育委員会の活性化を推進してまいります。 

   今後も、関係者との情報交換や各学校の行事、学校等教育施設への訪問などを通

じ、教育現場を取り巻くニーズの把握に努めるとともに、事務局に対するリーダー

シップを発揮し、教育委員会として適切な意思決定、さらなる教育委員会の活性化

に努めてまいります。 
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  Ⅲ 教育委員会の施策に関する評価 

  

１ 点検・評価結果の構成について 

 （１）「平成 29年度の教育行政執行方針及び教育委員会重点事業」 

    「平成 29 年度の教育行政執行方針及び教育委員会重点事業」から、教育委員

会で実施した重要施策の中から 22事業について評価を行っております。 

   

（２）「事業の目的・内容」 

  事業ごとに「目的」、「平成 29年度の事業内容」を記載しています。 

 

（３）「評価」 

  事業ごとに「実施内容」、「成果等」を総合的にＡ～Ｃの３段階で評価し記載し

ています。 

Ａ 目標以上の取組を 

実施した 
Ｂ 一定程度取り組んだ Ｃ 目標には及ばなかった 

 

（４）「今後の取組」 

  現状の課題を踏まえ、今後の改善策を記載しております。 
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○市内４小学校での実施は、４年目が終わったところであり、基礎学力の定着を図るた
め、また、その検証のためにも事業を継続的に取り組んでいく必要がある。
○４校で指導員として退職教員等を８人任用しているが、道教委の再任用制度などによ
り、安定した人材確保が難しくなってきている。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策
○基礎学力の確実な定着を図るため、下位層の参加を促しながら本事業による放課後学
習を継続する。
○人材確保は、事業継続には欠かせないため、引き続き、退職者等の確保や、埋もれて
いる地域人材の発掘等を図っていく。

H28年度とH29
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

達成度・効果度

実施内容

○対象校４校において、３・４年生に対して放課後に１時間程
度、国語・算数の補習を実施した。
○夏休みグングン塾、冬休みグングン塾をそれぞれ４回開催し
た。
○５年生を対象に、夏休みグングン塾、冬休みグングン塾、春休
みグングン塾をそれぞれ2回開催した。

Ｂ

成果等

○対象校４校で311人（参加率71.2％、前年比6.3％増）の児童
が参加した。
○児童アンケート（10月）では、自分でたてた目標を「達成でき
た」「だいたい達成できた」という児童が3年生で92.8%、4年
生で88.7%であった。
○保護者アンケート（10月）では、学習意欲が「ついた」「少し
ついた」という割合が3･4年生約70％となった。
○標準学力テストでは、グングン塾に参加している児童の領域別
の正答率が、参加していない児童よりも、概ね上回った。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

行動目標
○小学校の大規模校4校で3・4年生を対象とし、放課後に学習機会を設ける。
○夏休み、冬休み中にも各4回程度学習機会を設ける。

成果目標
○引き続き検証を行いながら、標準学力テスト（CRT）で、全国比に近づける。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年
○５月～３月　放課後学力グングン塾の開催（３・４年生、週4日）。

上半期

○４月　保護者説明会。
○７月　夏休みグングン塾の開催（３・４年生）。
○８月　夏休みグングン塾の開催（５年生）。

下半期

○１月　冬休みグングン塾の開催（３・４・５年生）。
○３月　アンケートや標準学力テストなどによる検証。
　　　　春休みグングン塾の開催（５年生）。

事業費（決算）
（単位：千円）

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度（予算）

15,024千円 18,320千円 18,334千円 19,246千円

事業目的

　基礎学力の確実な定着を最大の目標とし、併せて、活用力や判断力、表現力が向上す
ることを目的とし、実施する。

学力向上対策事業

時代に即した学校教育の推進

施策1-2-2　確かな学力の定着を図ります

放課後学力グングン塾開催事業 学校教育課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○その成果を普及することも目的となっており、その方法をどうするか。
○他の行事や部活や習い事の大会などとの日程調整が必要である。
○2020年度に始まる新学習指導要領により、小学校の授業時数が増加するが、授業時
数の確保に土曜授業を活用するか検討が必要。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策
○各校の実践事例をまとめ共有できるようにする。
○重要な行事や大きな大会との日程調整は難しいため、年間予定を決める際に事前把握
に努める。
○外国語活動等の検討会議の中で、土曜授業の活用について継続協議していく。

H28年度とH29
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

○モデル地域として稚内中学校で受けていた、文科省から道教委への委託事業である土
曜授業推進事業がH28年度で終了となり、研究紀要作成に伴う印刷製本費・通信運搬費
が減少したため。

達成度・効果度

実施内容

○市内5中学校において、1校当たり10回程度の土曜授業を実
施。
○外部人材の活用による特別授業のほか、地域ボランティア活動
や、大学のオープンキャンパス参加などに取り組んだ。

Ｂ

成果等

○市内5中学校において、1校当たり10回程度の土曜授業を実
施。
○外部人材の活用による特別授業などにより教育環境の充実が進
み、アンケート結果の比較では学習意欲の向上、生活習慣の改善
などの効果がみられた。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

行動目標
○市内５中学校において、１校当たり年間１０回程度の土曜授業を行う。

成果目標

○実施により、学習意欲の向上や、生活習慣の改善が図られる。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年
○４月～３月　５中学校における土曜授業の実施。

上半期

下半期

○アンケート調査の実施。

事業費（決算）
（単位：千円）

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度（予算）

237千円 737千円 551千円 713千円

事業目的

　文化・スポーツ・体験活動等の多様な学習機会を設け、外部人材等の活用などによ
り、効果的な指導方法やカリキュラムの開発などを行うため、土曜授業（学力向上や体
力向上）を実施する。

学力向上対策事業

時代に即した学校教育の推進

施策1-2-2　確かな学力の定着を図ります

土曜授業推進事業 学校教育課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○校舎を一部解体し跡地に建築する手法のため、旧校舎内が一時的に狭くなり学校活動
にも不便さが生じた。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策
○図書室とパソコン教室を同じ空間に設けるなど、教職員による協力のもと工夫した。

H28年度とH29
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

達成度・効果度

実施内容

○文部科学省へ建築計画提出。
○旧屋内運動場から新屋内運動場へ引越し。
○旧校舎の一部を解体し、新校舎建設敷地を確保。
○新校舎の建設工事を開始し、29年度の出来高を確保。

Ｂ

成果等

○30年度の校舎建設工事に対する補助内定あり。
○新屋内運動場での供用開始。
○新校舎建設敷地を確保し新校舎建設工事に着手した。
○新校舎の29年度出来高を達成。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

行動目標

○平成27年度に作成した実施設計書をもとに、屋内運動場建設工事（第Ⅱ期）・屋体
外構工事・整備付帯工事・校舎解体工事その２・旧屋内運動場解体工事・校舎建設工事
（第Ⅰ期）を実施する。
○校舎建設工事（第Ⅱ期）に対する財源を確保する。

成果目標

○屋内運動場を完成させ、供用開始する。解体工事を完了させ、跡地での新校舎建設工
事に着工する。
○学校施設環境改善交付金の補助採択。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

○6月　平成30年度建築計画を文部科学省へ提出。
○7月　屋内運動場建設工事（第Ⅱ期）完了、供用開始。
○8月　校舎解体工事その２・旧屋内運動場解体工事完了。
○9月　校舎建設工事（第Ⅰ期）着工。

上半期

下半期

事業費（決算）
（単位：千円）

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度（予算）

64,744千円 383,447千円 373,808千円 1,396,256千円

事業目的

　児童がよりよい環境で教育を受けられるよう教育環境を整備する。

教育関係施設整備の取組

時代に即した学校教育の推進

施策1-2-3　社会の変化に対応した教育環境を整備します

稚内南小学校整備事業 学校教育課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的

　市民ニーズと学びに適合した空間と、豊富な知識と経験を持ち合わせる教育スペシャリストのもと
で、「いつでも・誰でも・気軽に」学べる生涯学習推進施設を整備する。
　生涯を通じて市民一人ひとりの好奇心を総合的かつ継続性をもって応援し、その学び活動の様子や成
果を積極的に外へ発信し、より意識が高い生涯学習社会を構築する。

教育関係施設整備の取組

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-1　学ぶ心の育成を推進します

生涯学習推進施設整備事業 社会教育課

事業費（決算）
（単位：千円）

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度（予算）

0千円 4,698千円 188,751千円 0千円

行動目標

○生涯学習総合支援センターの整備にあたり、条例・規則や施設整備に関する作業を進め、地方創生推
進事業を活用して生涯学習講演会などを実施して気運を高めると共に、オープンにあたり必要備品等の
整備を進める。

成果目標
○生涯学習総合支援センターを４月にオープンさせ、既存サークル・団体との連絡調整により移行、併
せて利用者拡大に向けた周知活動を行い、本市の生涯学習の拠点施設を目指す。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

○関係機関との連絡調整。
○建設担当部局との継続的な打ち合わせ。

上半期
○地方創生推進事業（施設の利用促進も含めた生涯学習の推進に係る事業）の開催。

下半期

○条例及び規則の整備。
○備品や消耗品の整備。
○引越及びオープンセレモニー準備。

H28年度とH29
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

○平成29年度に工事費が追加されたことに伴う増加。

達成度・効果度

実施内容

○生涯学習総合支援センターの建設（工期9/14～1/30）
○地方創生推進事業
・女性活躍応援セミナー
　「好きなこと、得意なことを地域に活かす、仕事にする！～」
　平成29年10月27日　稚内総合文化センター　参加者55人
・生涯学習講演会（子育て世代向け）
　「子育てがもっと楽しくなる！魔法のことば～子育てで一番大切なこと～」
　平成29年10月29日　稚内総合文化センター　参加者60人
・稚内学特別連携講座
　「稚内自慢の食材『稚内ブランド』学んで、作って、美味しく食べよう」
　平成30年３月10日　稚内市保健福祉センター　参加者13人
・生涯学習講演会（高齢者向け）
　「～声掛けからはじまる地域の絆～いつも何かにときめいていよう」
　平成30年３月24日　稚内総合文化センター　参加者150人
○生涯学習メニュー研究・開発事業に係る研究紀要の発行
　教育関係機関と連携し、幅広い年齢層に対応した学習プログラムの開発に向
け、事業実践や考察などを行い作成・発行した。

Ｂ

成果等

○「生涯学習総合支援センター」は、愛称を「風～る わっかない」とし、目
標の４月１日のオープンを無事済ませることが出来た。社会教育センターを含
む、既存施設を利用してきた団体との調整についてもトラブルなく進められ
た。 Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○本施設は「いつでも、だれでも、気軽に」をコンセプトとしており、子どもからお年寄りまで幅広い
範囲に対応できる学習メニューについて、継続的に検討していく必要がある。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

○生涯学習アドバイザーを中心に、学校教育機関のメンバーとの連絡調整や学社連携のコーディネート
を図っていく。また、利用団体や利用形態が落ち着いた頃を見計らい、利用する常連団体を母体とする
運営協議会などの設立も視野に入れると共に、FM局を有効活用して施設及び事業の周知に努めていく。
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的

　稚内市全体のスポーツ施設の現状と課題を把握し、老朽化が進んでいるスポーツ施設を計画的に整備
していく。

教育関係施設整備の取組

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-3　生涯スポーツを推進します

体育施設整備事業 社会教育課

事業費（決算）
（単位：千円）

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度（予算）

０千円 ０千円 75,896千円 159,256千円

行動目標

○カーリング場整備に係る実施設計業務等。
○多目的屋内運動場等整備に係る耐震補強実施設計業務。
○屋内外体育施設の計画的な整備。

成果目標

○カーリング場整備に係る事業費の確定（平成29年12月）。
○カーリング場整備に係る実施設計業務（平成30年3月まで）。
○屋内外体育施設の計画的修繕による長寿命化。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

○実施設計業務に係る関係機関との打合せ。
○指定管理者との打合せ。

上半期

下半期

H28年度とH29
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

達成度・効果度

実施内容

○みどり公園整備事業として旧稚内大谷高校跡地で進める、総合的なスポーツ
施設の整備に向け、カーリング場整備については「実施設計・地質調査」、多
目的屋内運動場については「耐震診断調査」を実施した。
○この業務をもって、公園の配置及びシート数や冷却設備など新設するカーリ
ング場の基本仕様を決定した。
○指定管理者との随時打合せにより次年度以降の屋内外体育施設の整備箇所を
決定した。

Ｂ

成果等

○「実施設計・地質調査」及び「耐震診断調査」とも計画どおり実施した。
○屋内外体育施設の整備について、計画的に工事を実施した。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○老朽化している体育施設の維持管理。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

○施設の長寿命化を図るべく指定管理者と協議を行い、計画的な工事により整備を進めていく。
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○平成30年度において、次の工事を予定している。
・旧宗谷保育所解体工事。
・宗谷保育所外構工事。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

○現状において施設管理者及び利用者からの特段の要望等はないが、今後運営を行って
いく中で状況等の確認を行っていく。

H28年度とH29
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

達成度・効果度

実施内容

○上記スケジュールのとおり、事業の実施を行った。
　平成30年３月23日　竣工
　平成30年４月18日　供用開始
【建物概要】
　床面積　393.34㎡（遊戯室、保育室４、保育士室、その他）

　また、宗谷保育所建築期成会より、施設における備品が寄贈さ
れている。
　（総額：8,046,648円）

A

成果等

○計画どおりに事業がすすめられ、平成30年４月から供用開始
することができた。

A

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

行動目標
○宗谷保育所の施設の老朽化及び入所児童数の増加に伴い、保育施設の改築を行う。

成果目標

○宗谷保育所の保育環境の充実を図る。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

○宗谷保育所建築期成会との調整。
○工事進捗状況等の確認。

上半期

○４月～７月　実施設計及び測量調査等業務。
○８月～９月　建設予定地の建物解体工事。

下半期 ○10月～３月  本体工事。

事業費（決算）
（単位：千円）

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度（予算）

0千円 0千円 123,907千円 29,376千円

事業目的

　へき地における保育を提供するための環境を整備し地域における就学前児童の健全な
育成を図る。

教育関係施設整備の取組

子どもたちが健やかに生まれ育つ環境づくり

施策2-2-3　総合的な子育て支援体制の整備を促進します

へき地保育所整備事業 こども課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的

　「子育て平和都市宣言」を具現化し、地域ぐるみの子育てが根付くように各事業を実施する。また、ケータイ
（スマホ）、ネットの学び合いを各地区子育て連協や教育講演会、全市子育て交流研修会で推進する。

子育て運動の展開と青少年交流の推進

地域・家庭における教育力の向上

施策1-1-2　安全で安心な子育て環境をつくります

子育て推進事業 社会教育課

事業費（決算）
（単位：千円）

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度（予算）

1,026千円 1,037千円 1,000千円 1,003千円

行動目標

○例年実施している「教育講演会」や「子ども会議」、更に子育て平和の日の啓発などの各種事業・取
り組みを推進する。

成果目標
○未来を担う子ども達が、ここ稚内において平和の大切さを学び、地域ぐるみでの教育環境を整備でき
るよう、これまで培ってきた子育て運動をより一層深化させていく。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年
○「子育て提言」を根付かせる取り組み・広報紙「ぬくもり」の発行。

上半期

○みんなおいでよ！親子ふれあいデー・子ども会議（第1回）。
○各地区による子どもフェスティバル・教育講演会・子育て教育講演会。
○子育て平和の取り組み（平和折り鶴祭り、子育て平和記念式典）。
○平和学習資料の改訂。

下半期
○全市子育て交流研修会・子ども会議（第2回）。

H28年度とH29
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

達成度・効果度

実施内容

○子育ての日事業　みんなおいでよ！親子ふれあいデー
　4/29開催、来場者数 1,300名、運営スタッフ 112名
○子ども会議
　第1回　  7/14　小30　中20　計57名参加
　第2回　11/10　小24　中20　計54名参加
○教育講演会（夢広がる学校づくり推進事業と共同開催）
   7/7開催　講師：長田 徹 氏(国立教育政策研究所)、430名参加
○子育て平和の取り組み
　・平和折り鶴祭り　7/28～8/10　203,012羽
　・平和記念式典　9/1　児童生徒･関係者含め 約185名参加
○全市子育て交流会
　2/9開催、基調講演講師：福井 雅英 氏(滋賀県立大学)
　　　　　　講演後にグループ討議、約90名参加

Ｂ

成果等

○教育講演会や子育て交流会を通じ、あらためて「学校、家庭、地域」の絆を
深めることの大切さを認識し、そのためには子どもに寄り添い、受け入れてあ
げるなど、大人の役割を大いに学ぶことが出来た。
○子ども会議は、他校との交流が互いに刺激となり、成果を積極的に自校に持
ち帰る姿勢が見られ、児童・生徒の交流と意識向上に貢献している。なお、中
学生は生徒が司会進行努めるなど、会議コーディネート力の向上にもつながっ
ている。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○依然として本市の児童生徒においては、生活や学習に係る実態について深刻な状況が報告されると共
に、経済的・精神的困窮が広まる中、生活習慣の改善に向けた取り組みを進めて行く必要がある。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

○子どもたちの置かれている現状を把握し、教育講演会や子育て交流会をとおして保護者や教育関係者
の見識を広め、「子育て提言」の励行、家庭でのコミュニケーションやケータイ・スマホ等のメディア
と上手く付き合える力を育むことが出来るよう事業を展開する。
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○教育に関する相談は、多様化・複雑化しており、主に退職教員等の確保が欠かせな
い。
○小学校就学に幼保からスムーズに接続できるよう、関係者との連携が欠かせない。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策
○保護者・学校などと連携し、より充実した体制のもとで活動できるよう推進する。
○就学前教育アドバイザーの役割・メリットを保護者や関係機関へ周知・連携を図る。

H28年度とH29
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

達成度・効果度

実施内容

○教育相談は、電話・来所面接あわせて883件（前年比28件減）
（H28 911件、H27 622件）
○つばさ学級には17名が通級。中学校3年生が多く、稚内高校定
時制との連携も行った。
○スタッフ会議は8回、適応指導委員会は4回開催した。
○子育てファイルは、新生児に239冊、年中児に318冊、小学生
に256冊配布した。
○人材不足から就学前教育アドバイザーは教育相談所長が兼務し
た。

Ｂ

成果等

○SSWやSCを活用しながら、各種教育相談の早期対応、課題解
決を図ることができた。
○スタッフ会議、適応指導委員会を通して、支援を要する児童生
徒、課題がある児童生徒について交流・協議を行った。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

行動目標

○教育相談所を設置し、児童生徒について保護者・関係機関との緊密な連携のもと、適
切な教育相談を行い、問題の早期解決を図る。
○適応指導教室（つばさ学級）を設置し、学校不適応指導生徒について、教育相談・適
応指導・学習指導等の援助を行い、集団生活への適応や学校生活への復帰促進を図る。
○子育てファイルの配布・活用により、子どもの切れ目ない連携・支援をサポートす
る。
○就学前から子どもたちの状況を把握し、適切な対応をするため、就学前教育アドバイ
ザーを配置する。

成果目標

○子ども支援指針に基づき、SSWやSCの機能を活かし、学校や関係機関・関係団体と連
携して、４地区ネットワークの機能をより充実させて、課題解決を図る。
○子育て電話相談フリーダイヤルを通して各種相談に対応し、面接や訪問活動を推進す
る。
○スタッフ会議、適応指導委員会を定期的に開催し、関係機関等との連携を密にする。
○子育てファイルは、引き続き出生児、年中児、新1年生などに配布し、関係機関ととも
に有効活用に向けた協議を行う。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

○教育相談の実施。
○適応指導児童生徒に対する教育相談・適応指導・学習指導。
○スタッフ会議、適応指導委員会の開催。
○就学前教育アドバイザーが幼稚園･保育所と連携し相談対応･助言を行う。

上半期
○子育てファイルの配布（新生児用＝健康づくり課、年中児＝こども課）。

下半期

○稚内市特別支援教育推進委員会の活動支援。
○就学支援部会開催の子育て応援セミナーにおいて、就学前相談・指導。

事業費（決算）
（単位：千円）

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度（予算）

9,797千円 10,433千円 10,651千円 12,802千円

事業目的
　児童生徒の問題行動や悩み等に対して適切な教育相談を行い、早期の問題解決を図
る。

子育て支援環境の充実

命の大切にする心をはぐくみます

施策1-1-1　

教育相談・不登校対策事業 学校教育課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○引き続き、子どもの貧困の現状について調査・研究を進め、子どもの将来がその生ま
れ育った環境に左右されないよう、関係機関・関係部署と連携し、取り組んでいく必要
がある。
○４地区ネットワークプランの定着・推進に向け、引き続き取り組んでいく必要があ
る。
○18項目の提言の進捗状況を確認し、全体が同じ方向に向かって進める必要がある。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策
○稚内市教育連携会議及び稚内市子どもの貧困対策プロジェクト会議の機能を強化し、
取り組みを継続する。
○関係機関がそれぞれの役割を認識して、実現可能な取り組みを推進していく。

H28年度とH29
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

○H29年度から新規事業として実施（H28年度までは教育相談・不登校対策事業の中
で実施）。

達成度・効果度

実施内容

○稚内市教育連携会議を３回、稚内市子どもの貧困対策プロジェ
クト会議を４回開催し、本市の子どもの貧困の現状について協議
を行った。
子どもの貧困連鎖STOP講習会を２回開催したほか、市民シンポ
ジウムも開催した。

Ｂ

成果等

○稚内市子どもの貧困対策市民シンポジウムに220名の市民が参
加があり、４地区のネットワークプランが発表され、貧困対策の
啓発・啓蒙が図られた。
○地域連携コーディネーター養成講座により、64名のコーディ
ネーターが誕生した。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

行動目標

○稚内市教育連携会議及び稚内市子どもの貧困対策プロジェクト会議を設置し、本市の
子どもの貧困の現状について調査・研究を進める。

成果目標

○稚内市教育連携会議を開催し、子どもの貧困問題について協議する。
○稚内市子どもの貧困対策プロジェクト会議において、本市の子どもの貧困の現状につ
いて調査・研究を進める。
○稚内市子どもの貧困市民シンポジウムを開催し、オール稚内として市民意識の醸成を
図る。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

○稚内市教育連携会議を３回開催。
○稚内市子どもの貧困対策プロジェクト会議を４回開催。

上半期

○稚内市教育連携会議、稚内市子どもの貧困対策プロジェクト会議の設置及
び開催。
○地域連携コーディネーターの養成講座の開催。

下半期

○稚内市教育連携会議、稚内市子どもの貧困対策プロジェクト会議の開催。
○稚内市子どもの貧困対策市民シンポジウムの開催。
○稚内市教育連携会議、稚内市子どもの貧困対策プロジェクト会議からの提
言書の受領。
○子ども貧困連鎖STOP講習会（全国の学者に学ぶ冬季特別講座）の開催。

事業費（決算）
（単位：千円）

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度（予算）

０千円 ０千円 570千円 610千円

事業目的

　本市の子どもの貧困の連鎖を断ち切るため、幼稚園・保育所、小中学校、養護学校、
高等学校、大学が公私立の枠組みを超えて連携し、ＰＴＡ、民生児童委員等との協力関
係を強め、連携・協力体制の推進を図る。

子育て支援環境の充実

命の大切にする心をはぐくみます

施策1-1-1　

子どもの貧困対策推進事業 学校教育課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○道教委の人事異動もあり、必ずしも特別支援の経験が豊富な教員を確保できるとは限
らない。経験の浅い教員の育成を進め、専門性を高めることが必要である。
○公認心理師法の成立により、今後、心理検査の実施には資格を要することになるた
め、それに向けた資格取得や検査者確保の対応が必要。
○特別支援教育の充実のため、本委員会の活動を継続・充実していく必要がある。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策
○他の自治体の動向をみながら、幼稚園・保育所・学校との連携し、より充実した体制
のもとで、本委員会の活動を展開できるよう、推進していく。

H28年度とH29
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

達成度・効果度

実施内容

○検査判定部会において、57名の検査・判定を行った。
○就学支援部会において、就学前の児童及びその保護者を対象と
して子育て応援セミナーを２回開催した。 Ｂ

成果等

○検査・判定の結果、児童生徒や保護者に対して指導・助言等を
行い適切な就学につなげることができた。
○子育て応援セミナーでは、小学校入学前の疑問質問について、
保護者等に助言等を行い、「普段聞けない話が聞けて良かった」
「不安に感じていたことが聞けて参考になった」などの意見感想
が寄せられた。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

行動目標

○特別支援教育の推進に必要な事業の計画、調査及び研究。
○特別支援教育への理解及び啓発。
○特別な支援を要する児童及び生徒への就学指導及び支援。

成果目標

○検査判定部会において、発達検査及び判定を行う。
○就学支援部会において、児童生徒及びその保護者を対象に必要な指導助言等を行う。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

上半期

○特別支援教育推進委員会を開催し、審議を行う。

下半期

○検査判定部会、就学支援部会において、検査判定や指導助言など必要な活
動を行った後、特別支援教育推進委員会において審議を行い、その結果を教
育委員会へ答申する。
○就学支援部会において、幼稚園・保育園を対象に子育て応援セミナーを開
催。

事業費（決算）
（単位：千円）

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度（予算）

223千円 220千円 240千円 345千円

事業目的

　教育上特別の支援を必要とする児童生徒に対し、学習上又は生活上の困難を克服する
ための教育に関する諸問題について調査及び審議を行う。

子育て支援環境の充実

生きる力をはぐくむ教育を充実します

施策1-2-1　

稚内市特別支援教育推進委員会運営事業 学校教育課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○家庭児童相談は、相談件数が減少しているものの相談内容が複雑・多様化してきている。
○家庭児童相談については養護相談、母子家庭等の相談については、経済的支援の相談が主
な相談内容となっている。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策
○上記内容を踏まえ、現行の体制の強化を図りつつ、関係機関との連携を図り、きめ細やか
な相談対応を進める。
　併せて、各種子育て支援策等の充実と相談機関や子育て支援サービスに対し、広く周知を
図っていく。

H28年度とH29年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

○就学前教育アドバイザーを平成29年度から学校教育課へ移管したため。

達成度・効果度

実施内容

○家庭児童相談及び母子・父子自立支援相談の実施。
○要保護児童対策地域協議会総会の開催。
○母子家庭等自立支援給付の支給。
○生活保護受給者等就労自立促進事業の実施。

A

成果等

○相談業務
　家庭児童相談件数 87件　　母子・父子自立支援員相談件数 66件
○要保護児童対策地域協議会
　総会 １回　　実務者会議 ５回　　個別ケース検討会議 11回
○母子家庭等自立支援給付
　教育訓練給付金 0件
　高等技能訓練促進費等給付金（修了支援給付金）1件
○生活保護受給者等就労自立促進事業
　参加 17名
　就業に至った人 12名・就業に至らなかった人 4名・継続中 1名
○講演会等
　児童問題講演会（11/15開催・80名参加）
　母子家庭等自立支援セミナー（9/23・14名参加）

A

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

行動目標

○児童の福祉に関し、必要な実情の把握及び情報の提供を行うとともに、家庭その他からの
相談に応じ、必要な調査及び指導を行い適切な援助を行う。
○母子・父子自立支援員を配置し、母子家庭等の様々な相談に応じるとともに、就職や転職
に有利となる資格・技能等の取得支援や就業支援を行う。

成果目標

○家庭その他からの相談に応じ、必要な調査及び指導を行い適切な援助を行う。
○要保護児童対策地域協議会の開催。（総会、実務者会議、個別ケース検討会議）
○母子・父子自立支援員による母子家庭等の様々な相談に応じる。
○母子家庭等に対し、就職や転職に有利となる資格・技能等の取得支援や就業支援を行う。
○児童問題講演会、母子家庭等自立支援セミナーの開催。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

○家庭児童相談員による家庭相談の実施。
○要保護児童対策地域協議会個別ケース検討会議の実施。
○母子・父子自立支援員による自立支援相談の実施。

上半期
○稚内市児童問題連絡会総会の実施。
○母子家庭等自立支援セミナーの実施。

下半期
○児童問題講演会の実施。
○児童虐待防止推進月間での街頭啓発の実施。

事業費（決算）
（単位：千円）

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度（予算）

5,626千円 7,560千円 5,969千円 5,846千円

事業目的

○個々の子どもや家庭に最も効果的な援助を行い、もって子どもの福祉を図るとともにその
権利を擁護することを目的とする。
○母子家庭等の家庭の状況等に応じて就業相談を実施するとともに、生活の安定と児童の福
祉の増進を図るための相談等、母子家庭等への自立に向けた総合的な支援を行うことを目的
とする。

子育て支援環境の充実

子どもたちが健やかに生まれ育つ環境づくり

施策2-2-3　総合的な子育て支援体制の整備を促進します

児童家庭相談・母子家庭等自立支援事業 こども課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○当センターは、学校給食衛生管理基準により、生の魚をさばくことや泥月の野菜を使用することがで
きない施設であり、加工した食材の取り扱いが多い。価格についても比較的高価な食材が多いため、地
場産を学校給食で推進するには限界がある。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

○食材納入業者に対して、安定した食材の供給、価格の据え置き、新商品の開発などの協力体制を要請
するとともに献立の工夫を進めていく。

H28年度とH29
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

○水産物が全体的に価格が高騰しており、特にホッケの価格が急騰し、子どもたちの人気メニューで稚
内ブランド品でもある、一夜干し姫ボッケが2倍近くの高値で取引されていた。Ｈ29年度においても、
水産物の価格がＨ28年度ベースの価格で推移するものとの業者より情報を得たため予算の増額を行っ
た。

達成度・効果度

実施内容

≪地場産物の取り組み≫
○稚内ブランドや地域の食材を使用し、季節に応じた給食を提供した。
→稚内ブランド品の提供（提供回数　20回）
　▽姫ホッケ一夜干し、ホタテシューマイ、稚内牛乳、宗谷の塩
　　宗谷黒牛
→地場産物（提供回数　65回）
　▽鮭（フライ、塩焼き）、サンマ（塩焼き、生姜煮）、さば
　　（味噌煮、切り身）、ほっけメンチ、かじかすりみボール
　　ポークフランクソーセージ、利尻昆布など
→郷土料理の提供
　▽石狩鍋、ちゃんこ鍋、各種すりみ汁（カジカなど）
　　ジンギスカンなど
○地場産物の納品に関して、地元業者との連携した。

≪栄養教諭による食に関する指導≫
○「給食だよりダイジェスト」、「給食センターだより」
　「献立表」、「栄養価表」、「みんなの学校給食」の発行や
　「広報わっかない」「地元新聞」への記事提供等、学校給食
　に関する情報発信を行った。
○給食時間での放送原稿を配布することにより、食に関係する
　情報提供の推進を図った。
○栄養教諭による巡回給食指導。

Ｂ

成果等

≪地場産物の取り組み≫
○学校教育における食育活動の生きた食材として活用された。
○地場産物の食材を通じ、地域の産業や食文化にふれながら「食」への
　関心と理解を深めることができたことと、児童生徒がより身近に実感
　をもって地域の自然、食文化、産業等についての理解を深めることが
　できた。
≪栄養教諭による食に関する指導≫
○各学校に沿った形で食に関する指導を実施することができた。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

行動目標

○「学校給食地場産物提供事業」を予算化し、稚内ブランドはじめとした地域の食材を提供し、地産地
消と食育の推進を図る。
○栄養教諭による食に関する指導の充実を図る。

成果目標
○稚内ブランドや地場産物を季節に応じて提供する。
○各学校を巡回し、食の指導など学校との連携・調整を行い、学校給食を生きた食材として効果的に活
用する。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

○給食献立作成委員会で稚内ブランドや地場産物の選定を行う。
○季節に応じた「稚内ブランド」、「地場産物」の提供を行う。
○単独調理校の巡回衛生点検の実施。

上半期

○指導希望校調査、日程調整。
○巡回給食指導の実施。

下半期 ○巡回給食指導の実施。

事業費（決算）
（単位：千円）

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度（予算）

8,953千円 8,953千円 10,141千円 8,953千円

事業目的

　学校給食に稚内ブランドや地場産物の食材を取り入れることにより、食に関する指導の「生きた教
材」として活用し、子どもたちが、食材を通じて地域の自然や文化、産業等に関する理解を深めるとと
もに、郷土を愛する心や食への感謝の念を育むことが出来るなどの高い教育効果を期待するとともに、
地産地消の推進を図る。

学校給食費負担半減と地産地消の取組実施

持続可能な地域社会づくり

施策0-1-4　「食」のあり方を見つめ直します

学校給食地場産物提供事業 学校給食課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○学校への申請締切を8月末としているが、以降も給食センターに随時申請者が来ていることから受付窓
口を年度末まで開設しなければならない。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

○現行制度で今後も継続する。

H28年度とH29
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

達成度・効果度

実施内容

○学校に対して制度説明を行い協力依頼を行った。
○広報紙、ホームページなどにより周知の取り組みを行った。
○対象者の申請漏れがないよう、前年申請があって申請がない方に対して、個
別に申請の取り組みを行った。 Ｂ

成果等

○幼稚園の助成については昨年と比べ助成人数は2件増加したが、全体の園児
数が増えているため助成率としては0.19％減少した。
○小・中学校の助成率について、小学生の助成率は0.18％増加したが、中学
生の助成率は3.65％減少しており、小・中学生全体としては1.14％減少と
なった。
　傾向としては、昨年対象になっていたものが、今回の決定で対象にならな
かったものが見受けられた。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

行動目標

○給食費助成制度をよりわかりやすく、対象者の申請漏れがないよう周知の徹底を図る。

成果目標

＜助成対象人数及び助成額＞
幼稚園　146人　2,054千円
小学校　253人　6,110千円
中学校　108人　2,916千円

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

上半期

○学校への制度説明及び協力依頼
○制度周知活動
○申請受付、申請受理、交付決定・却下通知送付

下半期

○未納者への通知
○広報紙などにより再周知
○交付決定・却下通知送付
○給食費への歳入振替処理
○給食費の清算

事業費（決算）
（単位：千円）

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度（予算）

13,306千円 11,523千円 11,080千円 12,226千円

事業目的

　本事業は子育て支援の一環として、準要保護児童に対する就学援助事業を拡大（延長）した事業と位置
づけ、低額所得世帯を対象に実施することにより、学校教育の充実及び子育て支援の推進を図る。

学校給食費負担半減と地産地消の取組実施

時代に即した学校教育の推進

施策1-2-3　社会の変化に対応した教育環境を整備します

学校給食費助成事業 学校給食課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的
　地域に根差した国際色豊かな文化都市「稚内」を目指すため、舞台芸術の鑑賞機会を
提供するとともに、稚内総合文化センターの利用促進に努める。

文化振興と郷土芸能の推進

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-2　芸術・文化活動を普及・推進します

稚内市文化事業振興協議会事業費補助事業 教育総務課

事業費（決算）
（単位：千円）

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度（予算）

2,700千円 2,700千円 2,700千円 2,700千円

行動目標
○過去の公演実績や稚内総合文化センターの利用状況を鑑み、多彩な舞台芸術に触れる
機会を提供する。

成果目標

○和楽器ほか多彩な文化芸術鑑賞機会の創出。
○市内小学校における文化芸術鑑賞機会の創出。
○翌年度の事業計画の立案。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

○企画会社との連絡、調整事務。
○各種メディアを通した広報活動の実施。
○公演企画に関する情報収集。
○主催事業の実施。

上半期 ○総会の実施。

下半期

H28年度とH29
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

達成度・効果度

実施内容

○稚内総合文化センターにおいて、「That'sが～まるちょば
SHOW!+ロッケンロールペンギン」（パントマイム+コンサー
ト）を開催した。　　　　　　　　　　　　○稚内総合文化セン
ターにて、津軽三味線など和楽器を中心とした音楽グループによ
る「和心ブラザーズコンサート」を開催した。
○市内小学校にて和心ブラザーズによるアウトリーチ（出張公
演）を実施した。

A

成果等

○稚内文化センターで開催された「That'sが～まるちょば
SHOW!+ロッケンロールペンギン」で約500人、「和心ブラザー
ズコンサート」においては、約700人の来場者を得た。アンケー
ト結果からは、「初めてパントマイムのステージを生で見まし
た。大変楽しかったです。また呼んでください」「子どもも大人
もわかる笑い。いいですね！」等の感想を得た。
○市内小学校を対象に音楽グループによる、アウトリーチを実施
した。和楽器によるコンサートを鑑賞するだけにはとどまらず、
「和太鼓」や「段ボール三味線」などを用いて、参加者が実際に
和楽器に触れることのできる、より体験型の事業を実施した。

A

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○今年度は、稚内における公演機会が少なかったパントマイムと、日本ならではの和楽
器による（三味線・和太鼓）文化芸術鑑賞機会を提供した。今後においても、さらに多
彩な舞台芸術に触れる機会を提供できるよう検討する必要がある。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

○公演時におけるアンケートなどの結果等をはじめとして市民のニーズを分析しなが
ら、様々な公演の情報収集に努め、稚内おいて多様な優れた芸術文化の提供を図る。
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的

　南中ソーラン祭を開催し、子育て運動のまち稚内で誕生した郷土芸能である南中ソーランの普及促
進、継承を図る。

文化振興と郷土芸能の推進

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-2　芸術・文化活動を普及・推進します

稚内市子ども芸能祭・南中ソーラン祭開催事業 社会教育課

事業費（決算）
（単位：千円）

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度（予算）

4,959千円 5,720千円 5,759千円 9,500千円

行動目標

○南中ソーランをはじめとする、郷土芸能を自主的に取り組み、仲間と共に学び合い、助け合い、ふる
さとについて学ぶことの大切さを肌で感じ取ることを目的とする。

成果目標
○仲間と共に築き上げた演舞を観客に披露し、参加者自身が地域に元気を与える一躍を担っていること
を認識すると共に、新たな目標を見出す「生きる力」を得ることができるよう事業を展開する。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

上半期
○参加団体の集約と関係機関との連絡調整、事業の実施。

下半期

H28年度とH29
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

達成度・効果度

実施内容

○開催日時：平成29年8月26日（土）13：00～16：00
○会　　場：北防波堤ドーム公園イベント広場
○参加団体：市内幼稚園・保育園 7団体　294人（引率　47人）
　　　　　　市内小中学校        16団体　870人（引率 152人）
                  市内参加団体　       1団体   　11人（引率   3人）
                  合　　　　計　     24団体 1,175人（引率 202人）
○観客数：6,800人（同時開催の「最北端・食マルシェ」来場者除く）

Ｂ

成果等

○当日は天候にも恵まれ、澄み渡る青空のもと参加団体の力強い演目も一段と
映え、会場に駆けつけた多くの観客が見守る中、同時開催の「最北端・食マル
シェ」と共に会場を大いに盛り上げた。また、子ども達の健やかな成長を願う
市民ぐるみで進める「子育て運動」の一環として、関係者のみならず地域が一
体となって盛り上げ、参加者を応援することができた。

Ａ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○参加団体の演舞を披露する舞台は整えられているが、参加者同士が互いの演舞をじっくり見たり深く
交流するという場面は作れておらず、プログラム構成もややマンネリ化している。
　また、雨天時の対応方法も検討していく必要がある。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

○本事業に深みを持たせるため、この事業における意義を今一度確認し、実施方法について実行委員会
や学校現場などから意見を聴収するなど、ある程度の見直しを進める。
　また、雨天時における対応は市内の各施設の状況や、業者などの意見を参考に対応シュミレーション
を想定しておく。
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的

　総合文化センターを、宗谷管内の文化の拠点として、住民が利用しやすい施設として
適切に維持管理する。

文化振興と郷土芸能の推進

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-2　芸術・文化活動を普及・推進します

総合文化センター維持管理事業 教育総務課

行動目標
○総合文化センターを、宗谷管内の文化の拠点として、住民が利用しやすい施設として
適切に維持管理を行うため指定管理による運営の実施。

事業費（決算）
（単位：千円）

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度（予算）

68,587千円 63,030千円 72,640千円 72,254千円

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

今後の取組

○文化センターは、建築から30年以上が経過しており、今後においても市民の利便性
の向上と施設の維持管理のため、計画的な改修を実施していく。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策
○指定管理者と、より一層の連携を図りながら、施設の利便性向上と利用促進にむけ事
業を推進する。

成果目標

○文化センターにおける市民の利便性向上と利用促進。
○施設における適切な維持管理。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年
○舞台設備、施設設備における修繕計画等の策定。
○指定管理による自主事業。

上半期

下半期

H28年度とH29
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

〇平成29年度、各種設備更新工事（①防犯カメラ・モニター更新工事。②小ホール冷
却ポンプ更新工事。③温水ポンプ更新工事。④冷却塔モーター更新工事。）を行ったこ
とによる増額。

達成度・効果度

実施内容

○文化センターにおける市民の利便性の向上のため、文化団体を
主とする施設利用者および舞台芸術鑑賞等の観客者から得られた
アンケートや各種意見を集約した。
○文化センターにおける今後の維持管理のため、舞台設備関係と
施設整備の現状について調査し、改修における優先順位を検討し
た。
○緊急性もしくは市民からの要望の高い箇所について、改修を実
施した。

B

成果等

○以前より施設利用者から要望が高かった、舞台関係のモニター
と防犯カメラ等を整備し、施設における利便性の向上と、防犯機
能強化を図った。
○文化センターの利用実績として、555件の使用件数（ホールお
よび会議室等）があった。

B

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的

　生涯学習の推進に関して、必要な調査及び審議を行う。
　生涯学習審議会の開催及び関係団体の生涯学習活動への積極的な参画を推進する。
　生涯学習推進アドバイザーを活用し、年齢層を問わず市民の学びの場を提供する。

生涯教育の推進と支援

パートナーシップによりまちづくり

施策0-2-3　生涯にわたる学びを支援します

生涯学習運営事業 社会教育課

事業費（決算）
（単位：千円）

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度（予算）

193千円 98千円 9,365千円 11,507千円

行動目標

○生涯学習審議会において本市の生涯学習の内容を協議し、より良い学習環境を検討していくと共に、
全市的な生涯学習事業である「学びふれあいフェスタ」を継続実施し、市民の学びの成果を表に出せる
場、それを楽しめる場を提供していく。

成果目標
○豊かな学びあいを通じて、子どもから高齢者までが互いにふれあい、助け合いながら生活するととも
に、地域の課題解決に向けて市民が自ら行動し、ずっと住みたいと思うことができる魅力的な地域づく
りを目指す。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年 ○生涯学習審議会の実施（必要に応じて）。

上半期
○いきいき芸能発表会（主担当：稚内市老人クラブ連合会）。

下半期

○ハロウィーンぬりえギャラリー（市教委主催）
○小中音楽祭（主担当：教育研究会）
○市民サークル展（市教委主催）
○SO-YA夢コール（主担当：SO-YA夢コール実行委員会）
○生涯学習フェスティバル（市教委主催）

H28年度とH29
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

○生涯学習フェスティバル開催事業及び生涯学習アドバイザー事業を統合したことに伴う増加。

達成度・効果度

実施内容

○「第27回いきいき芸能発表会」H29年8月24日文化センター
高齢者による歌、踊りなどの発表（56組64名／来場者200名）
○｢ハロウィーンぬりえギャラリー｣H29年10月27日～31日文化センター
保育園・幼稚園児による「ハロウィーン」にまつわる塗り絵の展示
（展示数539名（10幼稚園・保育園、6保育所） ）
○「第60回小中音楽祭」H29年11月5日文化センター
市内小中学生の合唱や器楽、吹奏楽の発表（15校750名／来場1,460名）
○「市民サークル展」H29年11月16日～23日文化センター
市民団体・サークル等の作品展を実施（参加者15団体(3団体合同展示あり)）
○「第16回SO－YA夢コール(合同合唱祭)」H29年11月19日/文化セン
ター
市内・近郊市町村の合唱団による合唱祭（289名／来場 700名）
○「生涯学習フェスティバル」H30年2月18日／文化センター
生涯学習の身近な情報や体験に触れてる事業を展開（来場者1,131名）
・ステージ発表（11団体、出演者214名、各団体による踊りや歌の発表）
・体験教室、講座（工作教室など11講座）
・男女共同参画講演会（コミュニティビジネス講演は中止）
○生涯学習審議会の開催
　H30年３月28日　生涯学習総合支援センターにて開催
　議題：H29年度生涯学習関連事業について（報告）
　　　　生涯学習総合支援センターについて（見学会）

Ｂ

成果等

○子どもから高齢者を対象とした幅広い事業を展開することができ、新しい参
加団体も徐々にではあるが見え始めている。各サークル・団体の協力で会場を
賑わすことが出来たが、特に今年度は稚内北星学園大学に学生が中心となる体
験ブースを２つ依頼するなど、地元の教育関係機関との連携を意識し、学生が
活躍する様子を広く市民に発信することが出来た。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○ここ数年、文化センターで実施しているが、広く市民が公共施設を活用して様々な体験をするという
点で、実施方法やメニューもアレンジしていく必要がある。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

○生涯学習総合支援センターが新設されたことに伴い、人材や施設の有効活用も含め、今後は関係機関
と協議していく。
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的
　社会教育センターを活動拠点として各種事業（子どもの広場、やさいクラブ、出前講座）を開催するとともに、
学習相談などを行う。

生涯教育の推進と支援

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-1　学ぶ心の育成を推進します

社会教育推進事業 社会教育課

事業費（決算）
（単位：千円）

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度（予算）

1,869千円 1,732千円 2,328千円 2,554千円

行動目標

○生涯学習推進アドバイザーとの綿密な連携と、本市や本市に縁のある人材を効果的に活用し、児童・生
徒に対する体験学習及びキャリア教育の支援や、主に成人を対象とする趣味などに活用できる市民講座を
はじめとする各種講座、稚内学では地域を素材とする学習メニューを考案・提供するなど、多様な年齢層
対応した学習機会の場を提供していくと共に、人材の掘り起しや情報整理を行う。

成果目標

○子ども達など若い世代が普段の学校生活等で経験できない学習メニューや、集団での活動の場を提供す
ることで、豊富な知識と経験、更に望ましい人間性や社会性を育む。
○地域の集まりやサークルからの要望に応じて、出前講座を実施して学習メニューを提供していくことで
学習意欲を育み、あらゆる年齢層にわたる生涯学習社会の構築を目指す。
○本市の歴史や自然、人物、文化など色々なことを学ぶことにより、「稚内」の新たな魅力を発見すると
共に、ふるさとに対する誇りや『まちづくり』につながる郷土愛を育む。
○本市に縁がある各界で活躍する方々を講師に迎え、中学校・高等学校で講演を実施し、生徒達が夢や希
望をもって自分の将来や進路を考える機会とする。
○人材バンクの更新作業を行い、市民への学習機会提供の幅を広げる。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年
○出前講座の受付・実施。
○サークルや市民活動団体の情報把握(人材バンク)。

上半期

○やさいクラブ開園、活動開始。
○稚内学(前期)の開始。
○子どものひろば(夏休み期間中)の開催。

下半期

○やさいクラブ閉園。
○稚内学(後期)の開始。
○ふるさと・子ども夢プロジェクトの開催。
○子どものひろば(冬休み期間中)の開催。

H28年度とH29
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

○事業統合により「市民講座開催事業」と「高齢者大学開催事業」を編入したため、決算額が増加してい
る。

達成度・効果度

実施内容

○市民講座
　・前期7講座107人受講(英会話、ﾌﾟﾘｻﾞｰﾌﾞﾄﾞﾌﾗﾜｰ、軽運動系)
　・後期9講座79人受講(英会話、着付け教室、ﾊﾝﾄﾞﾒｲﾄﾞ、軽運動系)
○やさいクラブ
　参加者は13組 47人、活動日は5～9月までで12回実施。指定の活動日や
それ以外の自主活動も含め、期間中に延べ296人が作業を行った。
○子どものひろば
　・夏休み自由研究 7/27･28､8/2･3開催、12講座119名参加(保護者含む)
　・いも掘り体験 9/9開催、45名参加(保護者含む)
　・冬休み自由研究 12/24･26･27･28開催、9講座91名参加(保護者含む)
○出前講座
　延べ10団体へ実施、参加者延べ 260名(そば打ち､木工作･しめ縄作り等)
○稚内学（前･後期）
　全7講座開催、参加者延べ 123名
○ふるさと・子ども夢プロジェクト
　※講師の都合により中止
○高齢者大学
　・宗谷長寿大学8講座(うち声問楽生大学との合同4講座)
　・声問楽生大学10講座(うち宗谷長寿大学との合同4講座)
　　学習メニュー：施設見学、映画鑑賞、児童との交流、作品作りなど

Ｂ

成果等

○各種事業をとおし、子ども達は普段の学校や家庭生活では得られない経験
や、それぞれの目的にあった成就感と達成感を味わうことが出来た。
　また、市民講座では人気の高い英会話をベースに新たな分野にも手を広げる
と共に、稚内学では回数が少なかったものの、フィールドワークや実習形式の
ものを積極的に取り入れ、参加者が能動的に作用する講座を展開することが出
来た。
　高齢者大学では、定期的な開催をもとに高齢者の仲間との触れ合いの場を創
出し、自ら学ぼうとする学習意欲に応えることが出来たと考えている。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○「やさいクラブ」が社会教育センターの廃止に伴い休止となるが、これに代わる事業の整備や、学社融
合が進められる中で、子ども達も含め市民にどのような体験・学習の場を提供していくかが課題とされて
いる。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

○生涯学習総合支援センターに社会教育センター機能が移転されたことに伴い、新たに整備した調理室な
どを利用したり、多様な人材の活用を視野に事業展開を進め、体験メニューや学習ニーズについて検討し
ていく。
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○子どもと一緒に家庭全体で本に親しむ環境づくりを支援する。
○図書館が子どもと家庭・学校・地域をつなぐ場となり、連携した取り組みができる場
にする。
○人口の減少に伴い、今後の利用者は減ることが見込まれる中、どの様に魅力を発信す
るか考えていかなければならない。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

○利用者アンケートを実施する。
○学校、地域、関係団体との連携・協力を一層強化する。
○イベントの開催や展示を通じた情報発信を積極的に行う。

H28年度とH29
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

達成度・効果度

実施内容

○家読パンフレット、読書通帳の発行。
○図書館友の会などのボランティア団体と連携したイベントの開
催。
○季節に合わせたものや趣向を凝らしたものなど、様々な図書展
示による読書啓発。

Ｂ

成果等

○館内利用者のみの対応となったが読書通帳を発行できた。
○イベントや展示を通じて情報発信・読書啓発を行うことができ
た。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

行動目標

○第二次稚内市子どもの読書活動推進計画に基づいた、子どもの読書活動の推進、読書
環境の整備・充実を進める。
○利用者への読書啓発、情報発信、学習機会の提供を通じて図書館の利用促進を図る。

成果目標

○学校と連携した家読の推進。
○読書通帳の導入。
○図書館利用者へのアンケート調査の実施、分析。
○北海道図書館振興協議会等との連携による職員のスキルアップ。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

○学校との連携による家読の推進。
○図書館利用促進につながるイベント開催。
○図書展示等による読書啓発。

上半期

○家読パンフレットの作成・配布。
○読書通帳の導入。
○図書館フェスティバルの開催。

下半期
○読書感想文コンクールの実施。
○図書館まつりの開催。

事業費（決算）
（単位：千円）

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度（予算）

12,995千円 13,128千円 13,260千円 14,077千円

事業目的

　「第二次稚内市子どもの読書活動推進計画」に基づき、図書館・家庭・地域・学校な
どの役割を明確にし、関係機関や団体などと連携しながら様々な取り組みを行い、子ど
もの自主的な読書活動を促進する。

生涯教育の推進と支援

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-1　学ぶ心の育成を推進します

図書館活動事業 図書館
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○プラネタリウムや天文台の更新について検討するとともに、展示コーナーの集約や出
入口の切替等水族館と一体となった施設及び付帯設備の更新を行い、ツアーや団体等入
館者の増加へ向けた取組が必要である。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

○体験型展示物を開発及び導入することにより、入館者のニーズ及び利便性の向上を図
る。

H28年度とH29
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

○科学館の高圧受電設備を更新した工事請負費分(高圧受電設備切替更新工事）が
12,331千円の減額となったため。

達成度・効果度

実施内容

○4月　　　惑星パネルの設置
○6～9月　モーターの仕組みと体験室の設置
○9～3月　スロットカー体験会、スロットカー整備
○11月　　稚内中学校3年理科学習の実施
○1～3月　特別展や特別実験教室の申込、企画展やサイエンス
　　　　　 クラブの準備

Ｂ

成果等

○入館者数：平成29年度 37,398人
　　　　　　平成28年度 38,669人 ※前年度比1,271人〔減〕
　うち、冬季臨時開館入館者数 398人（大人318人／小人 80
人）
　　  　　　 平成28年度　   495人 ※前年度比 　  97人
〔減〕
○次年度　特別展2件、特別実験教室1件の実施決定。
○企画展示物「錯視の世界」の作製。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

行動目標

○理科実験教室や展示物の充実。
○展示物や備品を利用した小中学校学習プログラムへの組入れの検討。

成果目標

○新たな理科実験教室や展示物の検討及び実施。
○展示物の整備及び学習プログラムの実施。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

○新たな理科実験教室や展示物の検討。
○展示物の整備。

上半期

○惑星パネルの設置。
○モーターの仕組みと体験室の設置。

下半期

○中高生対象の理科学習の実施。
○特別展や特別実験教室の申込。
○企画展やサイエンスクラブの準備。

事業費（決算）
（単位：千円）

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度（予算）

8,963千円 21,414千円 8,916千円 9,167千円

事業目的

　青少年が、科学現象の不可思議への好奇心を発端として、科学に対する関心と探究心
を育てていく機会と場を提供することを目的として本事業を行う。

生涯教育の推進と支援

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-1　学ぶ心の育成を推進します

青少年科学館管理運営事業 科学振興課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○施設・設備の更新及び修繕等。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

○雨漏り等の防水工事を含めた屋上の再利用する改修案の策定。
○展示水槽を含めた設備の改修及び更新。

H28年度とH29
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

○水族館の高圧受電設備を科学館に移設した工事請負費分(高圧受電設備切替更新工
事）が10,586千円の減額となったため。

達成度・効果度

実施内容

○水族館で生まれたサカナたち展　4月～5月
○夏休み企画展示（枕崎から来たさかなたち）7月～8月
○冬季臨時開館12月1日～24日、1月20日～31日
○寒流滑り台　2月

Ｂ

成果等

○入館者数　平成28年度　38,669人　平成29年度　37,398
人　　　　　　前年比1,271人減
○企画展期間入館者数　16,944人
○冬季臨時開館入館者数　398人（大人318人　小人　80人）
※前年度比
　398人（平成29年度）－ 495人（平成28年度）＝△ 97人〔減〕

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

行動目標

○水族館開館50周年記念事業の計画策定。
○水族館の展示改修。

成果目標

○水族館開館50周年記念事業の予算計上。
○企画展示の充実。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

○水族館開館50周年記念事業の計画案の策定。
○企画展示の開催。
○施設・設備機器の修繕、更新。

上半期

○企画展示
・水族館で生まれたサカナたち展
・夏休み企画展示（枕崎から来たさかなたち）

下半期

○水族館開館50周年記念事業の予算計上
○冬季臨時開館
○冬季企画展

事業費（決算）
（単位：千円）

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度（予算）

18,820千円 22,437千円 13,037千円 22,206千円

事業目的

　周辺海域に生息する水棲生物の生態を直に見ることができる機会と場を提供すること
により、青少年が野生動物と自然環境に対する興味と関心を更に深めていく一助とする
ことを目的として本事業を行う。

生涯教育の推進と支援

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-1　学ぶ心の育成を推進します

水族館施設維持管理事業 科学振興課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的

　スポーツ教室や交流事業を実施するとともに、体育協会が行うスポーツ教室や体力診断、指導者・ス
ポーツ団体の育成事業を支援する。

生涯教育の推進と支援

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-3　生涯スポーツを推進します

市民スポーツ活動促進事業 社会教育課

事業費（決算）
（単位：千円）

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度（予算）

19,380千円 17,316千円 18,677千円 17,054千円

行動目標

○全ての市民がスポーツに親しむことができる環境を整備するため各事業を実施する。

成果目標
○市民の誰もが、それぞれの体力や年齢、興味・目的に応じて、スポーツに親しむことができる環境を
整備し、スポーツ活動を通じて健康でいきいきと生活できるまちを創造する。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

○スポーツ教室 〔親子スポーツ教室、ジュニアスポーツスクール〕
○新体力テスト実施支援事業
○地域スポーツ活動普及事業
○種目別スポーツ教室 〔スポーツ講習会〕
○市民スポーツ交流事業
○指導者育成事業
○競技力向上事業
○スポーツ団体育成事業

上半期

下半期

○スポーツ交流事業

H28年度とH29
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

達成度・効果度

実施内容

○スポーツ教室 〔親子：延べ442名／ ジュニア：延べ4,779名〕
○新体力テスト実施支援事業 〔小学校7校：延べ293名〕
○地域スポーツ活動普及事業 〔6団体：延べ123名〕
○種目別スポーツ教室 　　　〔サッカー教室12名／カーリング教室9名
　　　　　　　　　　　　　　／ ボウリング教室19名／ソフトテニス教室
10名〕
○市民スポーツ交流事業 〔柔道連盟ほか14団体〕
○指導者育成事業 〔指導者研修会60名／公認指導資格取得助成3名
　　　　　　　　　　　　　　 ／トレーニングセミナー75名〕
○競技力向上事業
・全国レベル強化事業助成 〔5団体5事業〕
・研修事業開催助成 〔外部指導：9団体9事業／内部指導：17団体43事業〕
・強化事業開催助成 〔3団体3事業〕
・競技力向上研修会 〔5競技327名〕
○スポーツ団体育成事業
・全道大会出場団体助成 〔23団体206名〕
・青少年健全育成事業 〔5事業21団体444名〕

Ｂ

成果等

○市民の健康・体力づくりに関する事業の実施により健康増進に繋がってい
る。
○競技団体による指導者研修や研修事業は、高度な技術を習得でき、自らも高
い技術を習得しようとする意欲へ繋がっている。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○運動やスポーツ離れが進んでおりスポーツ実施率が低下している。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

○市民ニーズを踏まえ関係機関と連携し事業を進めていく。
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Ⅳ 学識経験者の意見 

 

【 安藤 友晴 氏 】 （稚内北星学園大学 情報メディア学部学部長） 

 

１  総 評 

  稚内市教育委員会による平成 29年度稚内市教育委員会活動状況及び点検・評価に 

対し、妥当であると結論する。 

  稚内市教育委員会の活動状況については、教育委員会会議および総合教育会議は適

切な時期に適正に開催され、必要な議決がなされていると判断できる。 

  また、教育委員が教育現場の状況を理解し、職務遂行に必要な知識を習得するよう

尽力していると判断できる。 

 稚内市教育委員会による評価が行われた 22事業については、適正な自己評価がなさ

れていると判断できる。 

  以上により、平成 29 年度稚内市教育委員会活動状況及び点検・評価が妥当である

と結論した。 

 平成 29年度における教育委員および関係各位のご尽力に敬意を表したい。 

 引き続き、「家庭教育」「学校教育」「社会教育」の個々を充実させるとともに相互の

連携をはかり、社会の発展に資することを期待したい。 

 

２  事業の点検・評価に対する意見 

（１）教育委員会の活動状況について 

   平成 29年度には、教育委員会会議は定例会と臨時会を含め 13回開催されている。 

   また、総合教育会議は１回開催されている。これらの会議は定期的に開催され、

諸課題についての審議もしくは報告が適切になされていると判断できる。 

   教育委員にとって、必要な知識を有し、教育現場の現状を理解することは職務遂

行の上での前提条件である。平成 29 年度には、教育委員は６校の学校視察訪問を

行っている。その他の活動として、教育委員は研修会の参加や他の自治体の教育委

員会との意見交換を通して、職務遂行に必要な知識の習得に努めている。 

   また、学校行事への参加など、教育現場の状況に理解を深める活動を行っている。 

   このように、知識獲得と現状理解に関わる取り組みは適切になされていると判断

できる。 
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（２）事業に対することについて 

   22事業のうち、９事業について意見を述べる。 

① 「放課後学力グングン塾開催事業」について 

対象校の 71.2%の児童が参加し、昨年度から 6.3%増であった。 

児童アンケートでは、90%程度の児童が自分のたてた目標を概ね達成しており、保

護者アンケートでも児童の学習意欲の向上が見られた割合が 70%程度であり、大変

喜ばしい。 

加えて、標準学力テストでもグングン塾に参加している児童の正答率が、参加し

ていない生徒の生徒率よりも向上していることで本事業の貢献の可能性が推察でき

る。 

以上により、本事業は児童の学力向上に貢献していると判断できる。実施内容・

成果等がともに「Ｂ」評価とされているが、「Ａ」評価でも良いのではなかろうか。 

   今後は、本事業に参加した児童の学習習慣の継続と、不参加となっている児童の 

参加を促す工夫を期待したい。 

本事業では稚内北星学園大学で教職を志望している学生も指導助手を務めてお 

り、本学としても今後も主体的に関わっていきたいと考えている。 

 

② 「子どもの貧困対策推進事業」について 

子どもの貧困問題への対応は、本市の将来を考えるうえでも極めて重要な施策で 

ある。 

本年度は、「稚内市教育連携会議」「稚内市子どもの貧困対策プロジェクト会議」と

いった機会で本市の子どもの貧困の現状について協議を行い、「子どもの貧困連鎖

STOP講習会」や市民シンポジウムが開催された。 

この市民シンポジウムには 220 名の参加があり、貧困対策の啓発・啓蒙が行われ、

加えて「地域連携コーディネーター養成講座」により 64 名のコーディネーターが誕

生したことは、今後の本市の貧困対策に向けて大きな一歩を記したと考える。 

今後も、成果目標にある「オール稚内として市民意識の醸成を図る」ことができる

ような機会の創出を期待したい。 
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③ 「生涯学習推進施設整備事業」について 

生涯学習支援センターの建設を行うとともに、地域創生推進事業を活用したセミ 

ナー・講座の実施が行われたことは評価できる。 

今後は、生涯学習支援センター(「風〜る わっかない」)を活用した「いつでも、

だれでも、気軽に」学習できる機会の創出、特に学習メニューの充実を期待したい。 

 

④ 「子育て推進事業」について 

    「子育ての日事業」・「子ども会議」・「子育て講演会」・「全市子育て交流研修会」 

などの事業について、当初の目標通り成果を積み重ねていることは評価できる。 

特に、「子ども会議」において、児童・生徒の交流と意識向上が進んでいることは

喜ばしい。 

    今後においては、児童・生徒の「生きる力」向上させ、学力向上にも結びつくよ

うなネットやスマホを「安全に使う」「有効に活用する」力を育むことができるよう

な事業の展開を期待したい。 

 

⑤ 「社会教育推進事業」について 

 市民講座、やさいクラブ、子どものひろば、出前講座、稚内学、高齢者大学などが 

順調に実施できていることを評価したい。 

   今後は、生涯学習総合支援センターを有効活用した、充実した学習機会の提供を

期待したい。 

人口減少という現状がある本市にとって、市民が学習を重ね社会生活における実践

力を高めていくことは重要なことである。 

 

⑥ 「学校給食地場産物提供事業」について 

   児童生徒が地域社会について学ぶうえで、食育は有効な手段であると考えられる。

そのため、本事業は極めて有効性が高いと評価できる。学校給食において、稚内 

ブランドや地場産物、郷土料理の提供が進んでいることは喜ばしいことである。 

 給食センターには、加工した食材でなければ調理できないという制約があるものの、

今後も引き続き実施していただきたい。 

 また、給食で提供された食材および関連する産業に関して調べ学習を行うなどの授

業展開を組み合わせることで、さらに充実した事業に発展しうると思われる。 
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⑦ 「図書館活動事業」について 

   「現状の課題」においては、「人口の減少に伴い、今後の利用者は減ることが見込

まれる中、どの様に魅力を発信するか考えていかなければならない」とあるが、こ

うした課題は日本全国の公立図書館で共通した課題となっている。 

その中で、本市における「第二次稚内市子どもの読書活動推進計画」に基づいた

子どもの読書活動の推進に関わる事業が進んでいることは、利用者減に対応する常

套的な手段であり、この施策について高く評価できる。 

    従来から本市では、学校図書館協力員制度など、児童生徒の学習と図書館を結び

つける活動が盛んであるが、学校はもとより、生涯学習支援センター・北方記念館・

水族館・青少年科学館等の社会教育施設との連携を工夫するなど、より一層の充実

を求めたい。 

 

⑧ 「青少年科学館管理運営事業」および「水族館施設維持管理事業」について 

   これらの事業は、市民、とりわけ児童生徒の科学への関心を高めることに資する

ものである。 

施設が老朽化していくなかで、年間を通した入館者数は若干減少しつつも、興味深

いコンテンツを提供し続けていることは評価できる。 

   今後は、施設の改修計画を進めるとともに、広報活動の充実を検討していただき

たい。 
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【 舘野  薫 氏 】 （稚内市校長会 会長） 

 

１．総 評 

   平成 29年度に実施した教育委員会の重点取組及び「平成 29年度教育行政執行方針」

の施策の中から選定された 22 の事業、また教育委員会の開催状況については、本市

における歴史ある子育て運動に立脚した教育の推進にむけて教育委員会の尽力がう

かがえる。 

   それぞれの事業についての点検評価は妥当であると判断する。 

   市の財政事情も厳しい中、稚内市の継続的な発展において「人づくり・人材育成」

の根幹となる教育の果たす役割は大きく、平成 29 年度の教育委員並びに関係者の献

身的な努力には敬意を表する。 

   今後、小中学校においては新指導要領の全面実施という節目を前に、関係各位の引

き続く連携の強化と稚内市の発展に資する活動の展開を期待したい。 

 

２．事業の点検・評価に対する意見 

（１）教育委員会の活動状況について 

平成 29 年度においては教育委員会会議が 13 回開催されており、案件についての

慎重な協議、報告がされていると判断される。 

   また総合教育会議も１回開催されており、ここでは稚内市においても喫緊の課題 

である子どもたちの学力問題について協議が進められている。 

また、完全実施を目前にした新指導要領についての協議は今後 10 年間の稚内の教

育をも見据えた上で重要な意義をもっている。 

教育委員の学校視察訪問では６校４回実施されている。各学校の行事や教育関係研

究会への出席の合間を縫っての授業参観や教職員との懇談を通じてそれぞれの学校

経営の状況や課題、要望を把握し教育行政に反映するという目的を達成していると判

断する。 

 

（２）各事業の点検評価に関する意見 

① 放課後学力グングン塾開催事業 

   平成 29年度は４校で 311名（参加率 71.2％前年度比 6.3％増）の参加があり、10

月の児童アンケートからは、自分でたてた目標の達成度が３年生で 92.8％、４年生
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で 88.7パーセントという高い数値を示している。 

このことから、グングン塾において児童の学習に対する主体性が育まれているこ 

とがわかる。 

また、保護者アンケートからも学習意欲の向上がみられるという割合が３～４年 

生で約 70％となったことから、本来の目的に向かって事業が機能しているといえる。 

    事業の継続を期待すると同時に、各校での指導のあり方については稚内市内校の 

授業改善との相乗効果をねらう協議が重要になってくると思われる。 

 

② 土曜授業推進事業 

   平成 29年度は市内５中において、１校あたり 10回程度の土曜授業を実施し、外 

部人材の活用による特別授業など、生徒の学習意欲の向上などに大きく貢献してい 

る。 

   今後、小学校における新学習指導要領完全実施により授業時数の増加も見込まれ 

るが、時数確保のために土曜授業を活用するかについては広く検討を要する問題で 

ある。 

 

③ 教育相談・不登校対策事業 

   平成 29 年度の教育相談については 883 件（前年度比 28 件減）となっているが、 

引き続き重要案件については機敏かつ粘り強い対応が継続されている。 

   就学前アドバイザーを教育相談所長が兼任しているが、本市の子育てにおいて幼 

少時の教育の重要性が近年強調されている中、十分な人材の配置が期待されるとこ 

ろである。 

  

④ 子どもの貧困対策事業 

   平成 29 年度は教育連携会議を３回開催、貧困プロジェクトを４回開催し、全国

における子どもの貧困問題についての市民的理解が急速に進んだ。 

   とりわけ貧困対策シンポジウムには 220名もの市民の参加があった。 

   地域連携コーディネーター養成講座の実施により 64名ものコーディネーターが 

誕生したことは今後に向けての非常に明るい材料である。 

   また、４地区（北・南・東・潮見）におけるネットワークプランについて地区の 

  特性を生かした定着と推進が進んでいる。 

-36-



  

⑤ 稚内市特別支援教育推進委員会運営事業 

   特別支援教育の全国的全道的状況はここ 10 年ほどの間に大きく変化しており、

各学校におけるインクルーシブ教育への理解と実践が強く求められている。 

このような情勢の変化の中で本事業への期待はますます高まっている。 

本市の課題としては都市部と比較して特別支援教育を専門とする教員の絶対数が

少ないことがあげられる。 

検査・判定については公認心理師法の成立により、資格取得や検査者確保の対応

が急がれる。 
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